１７２０～４０年のアイルランドにおける言説にみる国家と信用創造
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　後藤　浩子（法政大学経済学部）
１．１７２０年代以降の経済状況
　１７２０年代を通して１７３７年までの長い間、アイルランドは銀貨の国外流出による貨幣不足とギニー金貨の駆逐に悩まされた。現代の経済史学者の後知恵的な説明では、その原因は１７１２年以来のブリテン・アイルランド間での金銀比価の格差であると言われている。１７１７年のブリテンでの金銀比価変更（1ギニー金貨21シリング6ペンスから21シリングへ、造幣所金銀比価は15シリング21ペンスまで下がった）の際に、アイルランドではそれに連動するような金銀比価の変更をしなかったため、アイルランドの金銀比価のほうが高くなってしまい（1ギニー＝22シリング9ペンス）、アイルランドでは相対的に銀の価値が下がり、より銀相場がいいイングランドへ銀貨が流れるようになった。さらに金貨に関して言えば、１７１２年と１７１５年の布告によって外国金貨の価値が維持されたため、対ギニー金貨に対して外国金貨が相対的に高い価値をもつようになった。加えて、１７２５年に新しいポルトガルの高額金貨モイドールが輸入されその通貨価値が布告された時、対ギニー金貨との関係ではなく既に流通している他の外国金貨との関係で価値が決定されたため、相対的に外国金貨の価値はあがり、１７３０年代にはギニー金貨を駆逐して、アイルランドで流通する金貨の半分を占めるほどになった。

当時の人々はなかなかその原因を突き止められなかった。当時のパンフレットで主流の見解は、通貨の流出は、不在地主への地代流出と、外国貿易における輸入超過（そしてその根本原因であるブリテンによる貿易制限）によって引き起こされているというものだった。ジャコバイト戦争以後、アイルランド国内では貨幣鋳造が認められておらず、ブリテンやフランス、スペインから貨幣を輸入し、布告によって国内で通貨価値を決定し、流通させていた。（１７０１年以来、1イングランド・シリング＝12ペンスのところをアイルランドでは13ペンスに換算し、100スターリング・ポンド＝108.33アイリッシュ・ポンドの水準となっていた。）１７２２年に銀貨流出による小額決済用貨幣の不足をブリテンからの銅貨輸入で補おうとした政府の政策は、逆に、「ウッドの半ペンス問題」と呼ばれる国民的反対運動を引き起こした（１７２３‐５年）。ブリテン政府が総督府に打診することなく決定したその貨幣政策は、ブリテン政府や議会によって次第に切り詰められてゆく自らの権利に極めて敏感になっていたアイルランドの議会や世論を真っ向から刺激したのである。国王ジョージ１世が愛人のケンデル伯爵夫人に、アイルランドで流通させる半ペンスと四分の一ペンス銅貨鋳造の特許状を授与し、それを彼女がウィリアム・ウッドという鋳物工場主に売却したことが事の発端だった。これはブリテン側から見れば、まったく普通の政治手続きだったが、アイルランド側から見れば、様々な点で納得のいかないものであった。というのは、１６９０年代以降、アイルランドは貨幣の不足に悩み、造幣局の設立を要求してきたが、イングランド政府は、アイルランドにおける造幣局の設立が独立した主権をもつことの暗示になるとして、拒否してきたからである。このような造幣局設立の要求を無視し、代わりに私的な鋳造屋に、総督府への打診もなく、国王による特許状授与という手続きで鋳造を任せたことが、既に銅貨が流通しだした１７２３年秋に召集された議会で大問題となった。この問題では議会だけでなく、アイルランドを基盤とする総督府の役人達も別の角度から反対した。彼らは、ウッドの鋳造した銅貨の質を疑い、そのような銅貨が大量に流通すれば、本来もっとも必要だがほとんど枯渇した銀貨を駆逐してしまうだろうと予測し、その結果、貿易や財政が受ける損害を危惧したのである。

　国民的反対運動によってウッドの半ペンス問題が一先ず解決した後も、しかし、銀貨の国外流出は終息しなかった。さらには、１７２６‐８年の連続的不作は多くの世帯が負債を負い貧困化するという後遺症を残し、１７２９年にはリネン・ヤーンの価格も二分の一に下落した。こうしてアイルランドは１７２０～３０年代を通じて、１８世紀最大の長い経済的苦境を経験し、さらに１７４０／４１年の飢饉はそれに止めを刺した。このような先の見えない厳しい経済状況の中で、２０年代の終わりに、貨幣流出問題の原因を探る多くのパンフレットが出されるようになった。その引き金になり、なおかつ経済状態の「改良(improvement)」に向けて明確な方針を出し、目に見える取り組みを開始したのがトマス・プライアー(Thomas Prior)であった。

２．輸入代替政策の提案と「全員雇用」

　プライアーは、『硬貨一般についての所見』において、銀貨流出の原因を不在地主の地代に帰した。「アイルランドから不在地主地代として、年間６０万ポンドが国外に流出している。これによって我々の間で貨幣の不足が生じている。」
　そして、地代流出による国庫収入減少のための対策政策として、不在地主への１ポンドにつき４シリングの課税と国内消費の奨励を提言した。さらに彼は、１７３１年、「農業と工業の振興のためのダブリン協会」（通称「ダブリン協会」）を他の仲間13名と共に設立し、経済改良のための啓蒙活動を展開した。１７３６年から２年間に渡って発行された『ダブリン協会の週所見』には、プライアーの経済政策論が具体的に記されている。彼は、不在地主地代流出のリストを作成した際と同様に、カスタムハウス・ブックを使って年間輸入品の総覧を作成し、品目的には日常の食料さえ輸入され、量的には半分の国富が輸入によって国外に流出している現状を指摘する。そして、それらの輸入品は国内での生産が目指されて然るべきであり、そうなれば雇用も増え富も国内に留まると主張する。「国の力や富は、住民の数、慎ましさ、そして勤勉を基礎にしている。すべての賢明な国家の目的と仕事は、人々に雇用を見出すことである。コミュニティが十分かつ適切に雇用されているところでは、豊かになりそこねることなどない。」
　不在地主の地代や奢侈財の輸入による貨幣の国外流出をなるべく防ぐための課税策（輸入品に１０％、運送料と手数料、保険に５％の関税）と、輸入代替政策、そしてこれによる製造業の発展による完全雇用の実現がプライアーの提案する政策の柱である。金鉱・銀鉱よりも完全雇用に優るものはなく、これはなるべく輸入を減らし自国内での閉じた生産と流通の回路を実現してこそ達成させるものだと彼は考える。「富裕層が贅沢な暮らしをして輸入品をどんどん買うのは、貧民の取り分を贅沢品の購買のために外国に送ってしまうことだ。…外国貿易が世界のこの地域でさかんになって以降、貧民の数が増大した、という一部の意見がある。現在のアイルランドの貿易の状況からすれば、この説はかなり説得力がある。というのは、他国との交通がない場合には、そして相互に商品を輸入しない場合には、我々は国産の産物で暮らしてきたからだ。これによって、すべての生活必需品は安価で豊富にあり、誰も欠乏しなかった。というのは、富者が過剰を処理する方法が、手厚いもてなしか慈善以外にはなかったからだ。」
 プライアーにとって、完全雇用の実現は、地主などの富裕層が余剰を奢侈財購入ではなく新規の事業投資や事業拡大に使うこと、さらにはアイルランドの利益が流出している先であるイングランドが相互利益に気づき、自らの利益増大のためにアイルランドに協力し援助することに依っている。「我々の場合は、プランテーションの場合と同じである。生産物、労働によって得た利益がコンスタントにイングランドの人々へと流出する。それゆえ、アイルランドの人々に完全雇用を与え、貿易のあらゆる部門において彼らの熱意を促進するのは、イングランドにとっても利益になるのだ。」

３．「貧国」における経済政策としての信用諸制度：全員雇用のための資本創出政策

　プライアーと同様に、「勤勉」と「完全雇用」が国富の源泉であると見なしつつも、そのための政策提案において、意見を異にする論者が少なくとも二人確認できる。デービッド・ビンドン(David Bindon)とダニエル・ウェブ(Daniel Webb)である。プライアーが、輸入代替政策を提唱し、その実現のために「輸入関税」と「改良に向けた地主の財の消費」を提唱したのに対して、彼らは、そのような政策の効果を疑問視し、むしろ金融政策こそ、完全雇用実現への有効な一打になると主張した。

　デービッド・ビンドンは、そもそもオランダ諸都市とハンブルグを拠点とするリムリック県出身のリネン貿易商で、その後MPとなった人物である。彼は、既に１７２４年にウッドの半ペニー問題に関して、目下の貨幣不足に対する銅貨供給策の有効性の低さと、国王による私的業者への硬貨鋳造権認可の不当性という二点から論評した『アイルランド人がウッド氏の硬貨鋳造を拒否し続けることが必要な諸理由』を出版し、さらには１７２９年に銀貨の国外流出の原因を分析した『アイルランドに現在流通している金貨と銀貨についての試論』を発表していた。彼の出版暦は長く、以後１７５４年まで金融、貿易、国内経済政策について提言し続けることになる。

　通貨流出分析のパンフレット出版と同じ２９年にビンドンは『勤勉な人々にその生業を営むための貨幣を供給し、アイルランドの貧民をよりよく扶養するための計画』を発表する。これは、１７５０年に再版されることになる。その中でビンドンは、冒頭でプライアーの『アイルランドの不在地主のリスト』に暗に触れ、確かに上流階層による外国での消費は国富の流出ではあるが、我々の貧困のそのような原因は本書での探究課題ではないと言い放ち、むしろ貨幣不足の有害さとその救済手段を示すことが狙いであると述べる。彼はまず貨幣不足に関して、オランダ（３％）とアイルランド（７％）の利子率の違いを示し、これがオランダでの貨幣の潤沢さに繋がっているとする。さらに、オランダでは貨幣だけが取引手段ではなく、信用が広範に用いられていることが言及される。「彼らにはまた別の一般的手段(common Measure)がある。つまり信用だ。信用は小規模ながら我々の間でもまた共有されている。信用は、貨幣と同じ効果があり、模造貨幣(Artificial Money)と呼ばれうるものだ。オランダにある潤沢なマネーが硬貨から成るにせよ、信用から成るにせよ、―確かにこれが事実だが―その両方から成るにせよ、効果は同じなのである。」
 ビンドンはこうして、まずオランダにおける信用の普及が貨幣の潤沢さの一因であり、これが低利子を実現していると見る。そしてこの「貨幣の安さ」が商売において低い利益率でも相対的に高い満足感を生み出し、商業を活気づけ、他方、値引きをも可能にする。このように金融政策を押さえたうえで、ビンドンは、オランダでは完全雇用が実現されていることが国富の原因であると指摘する。そして、この完全雇用実現に一役買っている制度として、勤勉な人々に担保をとって低利子で貨幣を供給する「Lombard」という制度を紹介する。「この低利子の貨幣は治安院(Houses established on the publick Security)から支出され、都市の執政官の監査の下にある。こうして、能力あるすべての人々が仕事をするためのストックをもつことが可能になるのだ。」
 ビンドンの提案は、このオランダの制度をアイルランドに導入することである。市や町の自治体は、その税収入を基にした信用を利用して慈善のための基金を募り、この基金は一般庶民に貨幣を供給することで、産業を活気付けることができ、同時に貧民の救済も可能になる。「貨幣不足という害悪の改善は、まったくもって我々の力の及ぶ範囲内にある。」

  このビンドンの主張は、６年後にさらに詳述された形でダニエル・ウェブによって繰り返されることになった。ビンドンと同じリムリック県の地主であったウェブは、『アイルランドにおける信用、貿易、製造業の衰退理由の探究』(1735)において、利子の引き下げと紙信用の導入を提案した。この冊子は、コーク県出身のMPで当時下院議長とアイルランド大蔵大臣、国税長官を兼任していたヘンリー・ボイル（後のシャノン伯）に捧げられている。彼は、貿易と製造業の衰退の分析にあたって、ジョサイア・チャイルド(Sir Josiah Child、『新交易論』１６９３年)とトマス・カルペパー(Sir Thomas Culpeper 1635-89)の著作を援用しつつ
、貿易と製造業衰退の原因は貨幣の希少化と信用貸しの低下にあり、これを引き起こしているのは利子率の高さであると指摘する。彼もビンドンと同様に、オランダを模範例として引き、オランダの利子率の低さこそ、その富の源泉だと主張する。次いで、イングランド、デンマーク、スウェーデン、フランスという近隣諸国も利子率を４－５％に下げているとし、それらの「世界でもっとも商人をよく知っている立法者や治世者の政治体」がなす政策をこそ見習うべきだとする。では、なぜ利子率の高さが貿易と製造業の衰退につながるのか。ウェブは、商工業における利益増大の鍵は、いかに価格を引下げることができるかにあり、より安価に供給できるものが価格の支配力をもつとする。ところが利子率の高さはこの引き下げの可能性を狭めることになるゆえ、不都合なのである。また、貿易商人や勤勉な農夫のほとんどは抵当にすべき土地をもっていない。そのような人々が年利１０－１２％の利率で高利貸しから融資を受ければ、かなり短期間で自らの商品市場を獲得できたとしても収支的には損益となってしまうので、多くが積極的に新たな事業を起こそうとはしなくなる。さらに、土地の抵当化や債権化は改良を遅らせ、土地の賃貸を減少させる。このようにウェブは、金貸し層という単に一握りの人々にとって有益であるほかは、高利子が商工業者層にも地主層にも阻害要因であることを示し、「公共精神」に基づいて立法による利子引き下げ政策を実施すべきだと提案した。

　ただし、利子引き下げ政策を実施すれば、外国からの投資が減少し、現金はますますもって少ない状態になるだろう、とウェブは予想する。そこで彼はチャイルドの議論を援用し
、外国からの投資など投資者への利子を支払わなければならない我々にとっては実際は負債なのだから投資の引き揚げはむしろ歓迎すべきであると主張しつつ、予期されうる現金の不足を紙信用(Paper Credit)で補うことを提案する。彼が参照しているのは、オランダの銀行の紙信用とイングランドの戦費調達のための公債の引き受け手であるイングランド銀行が発行した銀行券である。１６７２年にルイ14世の進軍によってアムステルダム銀行で取り付け騒ぎが生じたことがあったが、国家危急の時に引き出し要求をして公信用を破壊する者は二度とその貨幣を銀行に戻すことを許されるべきではないという執政官の宣言によって取り付け騒ぎは収まり紙信用は保護されたこと、また、イングランドでは、危険な前例の指摘が多くあったにもかかわらず、迅速な銀行券の流通が生じ、公信用は回復したことが挙げられ、「世界の他の貿易拠点すべてで存続している素晴らしい紙信用の端的な事例が目の前にあるというのに、なぜ我々はどんな方策も試みようとしないのか？我々は我々のお金に対する利子の保証がまったくない場合でさえ、我々の信用を銀行家に惜しみなく与え、現金譲渡に容易さを与える以外は公衆にとっての利便性はない彼らの銀行券が幾十万も流通するのを許可してきたではないか。」
　ウェブは、戦費の不足を補うための方策であったイングランド銀行券のシステムを、困窮するアイルランドの経済状況を回復する方策として用いることができないはずがないと主張する。「議会は、財務省に２１年償還３％利息で百万ポンド分の紙券（Notes）を幾つかの地方に等しく分配されるようにして発行する権限を与えることによって、貿易商人や勤勉な農民に百万ポンドのお金を貸し出すべきだ。よい担保を与えうる人々に貸し出し７年毎に持ち主が変わるようにし、その後もし彼らが望むなら紙券を回収する。もし我々が我々自身の間でそのような紙券をある期限付きの期間流通させることに同意するのであれば、国家にとってもどんな私人にとっても、危険などないはずだ。」
 外国で生産された貨幣を輸入して流通させている状態にあるアイルランドにとって公的な紙券信用の流通のほうが得策であり、容易な条件で多くの信用が創造されることは貿易や商業を助長し、さらに償還時の利息は貧民を製造業で雇用するためのワークハウス設立の基金にもなりうるとウェブは展望する。

　完全雇用実現の手段として公信用制度を位置づけるこのようなビンドン―ウェブのラインが、バークリの『質問者』に影響を与えていることは間違いない。というのは、完全雇用を掲げはしても、プライアーらダブリン協会メンバーの発想には公信用制度はなかったからである。

　前述したビンドンは、さらに、１７３８年『貿易業を引退し議員になった一商人からの手紙』を出版した。そこで彼は、国富の源泉である完全雇用実現のためには、製造業の発展を基軸にした国内諸産業の新たな編成が必要であることを訴えている。なぜ製造業が基軸になるべきなのか、その理由はまさに原料生産から加工過程までを含め、他の農業や漁業に比べ労働集約性が高く、１０倍多くの人間を雇用可能であるからだ。同じ理由で、原料生産に人手がかからない毛織物業よりも、亜麻の栽培により多くの人手がかかるリネン業のほうが国民にとって好都合なのだと彼は見なす。国際競争力をもった製造業の育成こそ、国富蓄積の鍵であり、製造業で得られる利益は公的利益であるのに対し、農産物生産で得られる利益は結局地主層の私的な個人的利益になるだけであり、しかも彼らは増産による価格の低廉化を望まない。従って、食糧である食肉等を輸出しているアイルランドの農産物貿易は国富には繋がらないのであり、むしろ、輸出を止め国内に安価に供給することで、製造業における価格引下げの可能性に貢献すべきなのだと彼は説く。「賢い国家はすべて、農業や漁業をできる限り、しかも両方とも奨励するだろうが、それは外国にどちらかの産物を輸出して利益を得ようという見地からというよりむしろ、製造業者達に安く食糧を供給するという見地からそうしているのだ。というのは、どんな国でも食糧が安いほど、その製造業者達はあらゆる種類の製品をより安く売ることができるからだ。」
　このようにビンドンは、国富増大を地主層の努力に期待すること（つまりプライアーの改良路線）の限界を示し、さらにプライアーが提唱した、奢侈品の輸入を減少させるための輸入関税、農産物への助成金などの導入策を暗に批判する。「あらゆる種類の商品に、一つの対等な価格(equal Price)、つまり買い手にも売り手にも等しく都合のいい(convenient)価格が必ず存在する。そして、この価格は、仮に何らかの一商品やその同類のものの将来の生産や需要をもし固定することが可能であるとすれば、公的法によって固定されうるかもしれない。だが、実際、将来の生産や需要の固定など不可能なので、どんな種類の商品であれ労働であれ、その価格を固定する法など馬鹿げたものであり、そのような法が制定されたすべての国の貿易にとって重荷であることが明らかとなるだろう。この点からして、賢い国家ができる唯一のことは、価格を個々人の自由裁量に任せ、最良の価格をもたらすと思われる商品を生産し、子供達を、その労働で最も確実で快適な暮らしを獲得できるであろう種類の労働者に育てることだ。」
 

　加えて、ビンドンは、国富流出防止のために外国製品を買い控え国産品で代替せよという主張が、いかに「世間一般の考え (general opinion)」を無視しているかを指摘する。ある製品の製造に秀でた国は、その製品を使用する習慣やファッションの流行それ自体をも生み出す。そして、その国の製品を商う他国の商人達はそのような習慣や流行の伝播・通信網をも既に築いているのであって、それは容易に変えられない。だから「同種のどんな製品も、他国で作られた場合、同じように良いものではありえない」という世間一般の考えは残り続ける。だから、輸入品への関税などで国産品を同じ価格で売ることができるとしても、そのような外国製品好みの志向を根絶することはできない。「はばかりながら言わせてもらえば、私的な利益と公共善が相互に両立しなくなった場合に、私的な利益よりも公共善を選好する人はどんな国にもほとんどいないのだ。」

ビンドンとプライアーの意見の違いは、商人と地主の視点の違いから生じているとも考えられる。輸入代替政策の推奨において、プライアーが目指しているのは、閉じた国民経済である。これに対して、ビンドンは、既にかなりの面で交易を通じて外に開かれている経済を閉じたものへと変換せよと主張するのは一つの空論に近いと見なす。この前提されている経済の循環の規模は、それぞれの信用論にも大きく関係してくる。では、この二つの流れがどのようにバークリにおいて混交しているのか、以下に考察したい。

４．貨幣から信用へ：バークリの金融論の位置
　バークリの経済思想についての先行研究は、その多くがバークリとプライアーとの相互影響を強調してはいるが、１７３０年代当時のアイルランドの経済時評における対立する諸論点を布置した上で、バークリを位置づけるという作業はまだ十分になされているとは言い難い。当時の経済時評で争われた論点は、大きく言って二つある。一つは貿易、そしてもう一つがナショナル・バンク設立の是非である。バークリの『質問者』の各項目が当時の誰の経済時評のどの内容への応答であるか、その対応関係を明示するのは困難であるにせよ、上記の二論点に関して彼が、一方ではスウィフトを始めとするパトリオット的潮流と他方では関税等の規制廃止を主張する自由貿易的潮流に対峙しているのは明らかである。１７３７年の第３部の表紙には「交易につき商人に相談するなかれ」という教会書からの一節が添えられている。先に挙げたビンドンの１７３８年の時評のタイトルが『一商人からの手紙』であるのは、ビンドンのバークリへの反論を意味していると思われる。

奢侈的消費財の輸入を批判するために、バークリは１７３５年の『質問者』第一部で「流行」の観点を最初に持ち出した。行為(action)は欲求や意思に従うものだが、この欲求を生み出すのは国民の間に広まった意思である流行だ。このように、流行は個々人の行為と商業や工業の趨勢を生み出す重要な働きをもってはいるが、富める他国民向きに作られた流行を追うことは、国家零落の原因であり、公衆の敵であり、私人がそのような愚行に耽るのを避けるには国家による抑制が必要であると彼は説く。「公共善のために自分の些細で独特な虚栄を犠牲にしようとしない人々が同情されるべきだろうか。にもかかわらず、各人は自身の奇矯な趣味をこの公共のための犠牲から除外しようとするのではないか。」
　つまり、流行を女性や洒落者や商人に任せておかず、国家は虚栄に走る個々人の傾向性を法によって抑制し、流行の形成過程に干渉すべきた、と言うのである
。ある物を使用することの流行こそ、やがてその物を生産する製造業を生み出す。従って、国産物の使用の流行こそ、製造業発達の要なであり、政府がなすべきことなのだ。このバークリの流行論は、閉じた自給自足的経済への移行可能性の論拠となっている。つまり、流行とはある種の習慣性であると同時に可変性をもつものであり、従って消費の傾向性は意図的に変更されうるのであり、それゆえ閉じた自給自足の国内経済形成は可能であると結論することで、プライアーの議論を補強する役割を果たしているのである。先のビンドンは、バークリのこの議論に対して、流行とは政府がさほど用意にコントロールできるものではないと批判したのである。

　この閉じた経済循環を前提して、バークリのナショナル・バンク設立と紙信用流通の現実的可能性の議論は成立している。ビンドンとウェブがオランダの例を引いて提案した①決済手段としての手形と②紙券発行による商工業者への低利子貸付のアイディアは、『質問者』におけるバークリの銀行案のきっかけとなっている。「銀行券(notes)は組に分けて発行され、土地を担保にして利子付きで貸し出し、各組の総数は、各地方のかまど数に比例して四つの地方に分割されるべきではないだろうか」、「紙幣(paper money)あるいは銀行券(notes)は、貧民の生業を支える手段であるヘンプやリネンや他の製品を担保にしてナショナル・バンクから発行してもよいのではないだろうか」などの質問は
、まさにウェブのアイディアを反映し、国家収入等の公費から基金を創出し、借り手からあがる利息によって基金を拡大してゆくという発想もビンドンのそれと類似している。この点で、バークリの銀行案は１７２０年代のイングランド銀行を模倣したナショナル・バンク案とは異なっている。バークリの念頭にあるのは「公の資金(public funds)に支えられ、議会から保証された国民信用銀行(a bank of national credit)」
であり、それは国債を請け負うために銀行への出資者を募り、償還期限を定めて出資者に利息を支払うイングランドやスコットランドの銀行のような、事実上は株主が支配する「私営銀行」ではない。低利子貸付と、各人の口座間決済を行うことを基本的業務とし、公的基金と担保とを基に紙幣(paper money) 銀行券(bank-notes), 公債(public funds)などの信用の発行を行うものとされている。例えば、製造業者に生産手段購入資金を貸し出し、その生産手段を担保にとることで、必ず勤勉を伴う紙信用の流通が行われると展望されている。１７３７年、『質問者』第三部を発行した後の４月に、バークリは自身のナショナル・バンク設立計画を新聞に公表した。そこでは、輸入されるワインに追加的に課される関税などを銀行設立の基金とし、不足分は議会の手で補ったうえ、１ポンド券、１０ポンド券、１００ポンド券といった種類の１０万ポンド分の銀行券を発行し、それを現金もしくは担保と引きかえに個々の人々に渡し、さらには特別の担保をとって製造業育成の国家的プロジェクトのために貸し出されるというようなプランが示されている。

　このように、紙信用を積極的に経済改良に利用しようとしつつも、外国貿易についてバークリは極めて否定的な評価を下す。「もっぱら国内の過剰物資との引き換えで外国の商品が輸入されるときにはじめて、貿易は健全な足場に立つ。」
　しかも、この輸入品はあくまでも勤勉を促進し産業の振興に役立つ必需品・生産財でなければならない。
　これは、一見、たんにプライアーに影響された「輸入代替政策」の支持であるかのように見えるが、１７３５年の『質問者』第一部の冒頭で展開されているバークリの貨幣と信用と勤勉の相互関係に注目すれば、彼特有の「人間社会」の捉え方の上に「貨幣」論が成立していることがわかる。

Learyは、1713年Guardian紙掲載の論考「社会の絆（”The Bond of Society”）」(Fraser版全集では“Moral Attraction”というタイトル)の重要性を指摘する
。自然の物質的世界だけでなく道徳的知的世界の中にも、いたるところに諸部分の一定の調和、作用の類似性、設計の統一性を認めることができ、思考する存在である人間のシステムは、物質的世界を支えている諸法則を定めているのと同じ神的力(power)に由来する諸法によって作動している。太陽系の諸部分が相互に引力を持ち合って軌道の外に飛び出さず、太陽の周りを回っているように、人間社会（道徳的世界）にも個々人を共同体、クラブ、家族、仲間へと接近させる「引力の原理(a principle of attraction)」、言い換えれば社会への「生理的欲求(appetite)」の原理がある。このような道徳的引力を人間は生まれもっての傾向性としてもっている。世界の安寧のために、このような社会的諸傾向性は絶対的に必要であり、「それらの傾向性を人類の利益(benefit)のために育み向上させることは、各個人の義務であり利益(interest)でもある。義務であるというのは、そうすることが我々の創作者の意図に適っているからである。彼は、彼の被造物の共通善(common good)を目指しているのであり、彼の意思の表示として、我々の魂のなかに相互の思いやり(benevolence)の種を植え付けたのだ。また、利益であるというのは、全体の善(the good of the whole)は、その諸部分の善と不可分だからだ。それゆえ、共通善を増進させる場合に、同時に人は皆、自分自身の私的利益をも増進しているのである。」
　以上のようなバークリの議論の前提には社会的分業があるように思われる。これは『質問者』における次の一節によりはっきりと示されている。

富と商業の真の本性を理解するためには、無人島にうちあげられた船乗り達が次第に自分達自身の中から仕事と市民生活を形成する一方で、勤勉が信用を生み信用が勤勉へと移行することを考察するのが正しいのではないだろうか。そのような人々はみな仕事をし始めようとするのではないだろうか。彼らは互いの勤勉さを相互に分有しあうことでなんとか生きていこうとしないだろうか。ある人が彼なりのやり方で彼が消費できる以上のものを調達した場合に、その人は自分に欠乏しているものを補うために、自分の余剰物と交換しないだろうか。このことは信用を生み出さざるをえないのではないだろうか。このような移転を促進し、その信用を記録し流通させるために、彼らは一定の割符やトークンや切符や代用貨幣を作ることに同意するのではないだろうか。
 

彼がいう「引力の原理」や「生理的な社会への欲求」は社会的分業への参加欲求という傾向性であり、諸個人のこの社会的引力を表現する媒体として「貨幣」が考えられている。しかし、貨幣はそのような媒体の一形式にすぎず、貨幣の内実は「信用」であるとバークリはいうのである。信用こそ、社会的引力の知覚可能な存在形態なのであり、貨幣とは信用を記録し流通させるための一媒体にすぎない。そして、この信用の永続性は、勤勉と完全な相互性をもって交換され循環し続けることに依拠しているゆえに、信用が流通する空間は閉じられていなければならない。この点にこそ、バークリが外国貿易を否定的に評価した理由があると思われる。
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貨幣が「チケットやトークンのそれとまったく同じ」信用を記録し流通させる媒体であるというバークリの貨幣観は、ある意味ではロック的物象化的貨幣論
からの脱却である。では、貨幣自体が内在価値をもつものでないとすれば、貨幣が表示している物の価値はどのように決まってくるのか。「物の価値ないし価格は、その物に対する需要とは正比例し、その物の豊富さとは逆比例する、複比例なのではないか。」
　このように、需要と供給量によって「価格」つまり貨幣が表現する引力の度合いは変化することにすでにバークリは気づいていた。しかし、価格や価値の変動には気づいても、バークリには、見えざる手というような「隠された調和」や、フィジオクラットのような「自然の意図(design)」を通じた均衡の達成という発想がないので、勤勉と自然の資源を始動させるに不可欠な貨幣という媒体の流通をコントロールすることが、決定的に重要な任務として政府や立法府などの公的組織に課せられる、とKellyは指摘する。
 完全雇用の実現を目指しつつ、紙幣を過剰発行しないように交易の規模と紙幣の規模のバランスをとってその価値を維持することが、国家の実践的課題として提示される。

　このような基本的に閉じた経済循環の空間の構想は、ピエール・ロザンヴァロンがＡ・スミスの「国民(nation)」概念について述べていることと重なり合う。「彼は国民を、自由交易空間として理解する。この空間は、分業の広がりによって境界づけられ、社会的、経済的な必要／欲求(besoin)の体系によって活動させられる。実際、こうした経済的つながりこそが、ひとびとを市場向け商品の生産者として結びつける。こうした経済的つながりこそが真の絆とみなされるのだとスミスは考える。」

　ただし、１７３７年の『質問者』では、「記録のための単位としてのトークン」というバークリの貨幣観が、銀貨流出対策として金銀比価における「金切り下げ」が有効か「銀切り上げか」という当時起こっていた論争に対する理解を妨げている様子が見て取れる。もし、正貨の５分の１の切り下げがある場合、現在国内にある５０万ポンドが、４０万ポンドに減価し、貨幣獲得の困難は増大する、そのために減価分の１０万ポンドを設立されるべきナショナル・バンクからの銀行券発行によって補うべきだ、とバークリは主張するのである。バークリの眼中に、国内外市場でのレートに従って、売買取引される貨幣の姿やその結果生じる貨幣の全体的な流出や流入という観点はない。逆に言えば、そのような局面を容易に看過するほどまでに、彼にとって、貨幣とは一国内での信用の単位としてのトークンであり記号にすぎなかったのである。
　バークリのナショナル・バンク設立案は、１７３０年代のダブリン協会メンバーを始めとするかなりの支援者の獲得と１７４０年のダブリンにおける彼の熱心なロビィ活動にもかかわらず、日の目を見ることはなかった。その原因は、おそらく彼の理論の内に求めるよりも、１７４０年と４１年の２年にわたって続いた厳しい冷害による飢饉に求めたほうが妥当であろう。１９世紀の大飢饉にも匹敵するほどの疲弊しきった深刻な状況にあっては、政府や議会にもはやナショナル・バンク設立基金を供出するだけの余力はなかったのである。
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